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研究成果の概要： 

山間山地地域を対象とした現地栽培調査から、作物栽培の生産基盤である地力維持方式とし

て、対象全域で堆肥など多様な有機肥料に加えて化学肥料が補完的に施用されている。他方、 

“緑肥、野草、わら”の利用には地域差が存在しており、これらの地域特殊性は経営耕地規模

や耕地の地形条件が大きく影響している。また、土壌の地力維持として微生物資材を用いるこ

とで有機性廃棄物である生ゴミ堆肥素材等の施用効果が高まった。 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2007 年度 2,500,000 750,000 3,250,000 
2008 年度 1,100,000 330,000 1,430,000 

年度    
年度    

  年度    
総 計 3,600,000 1,080,000 4,680,000 
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農業 
 
１．研究開始当初の背景 
昭和 57、58 年度に文部科学省科学研究費助

成により、山間山地地域を対象にした全国各

地域の作物栽培について現地調査を行った。

この中で作物栽培に関する地域共通性と特

殊性の特徴が地形や経営規模等による作物

選択の関係から明確化された。特に耕地の有

効利用と栽植様式との対応関係とその実験

的評価等が示された。これらを総括し、最終

的に山間山地地域での作物生産方式の今後

の方向性がモデル化された。 
 
２．研究の目的 
前回の研究から 25 年後の今日、前回の調査
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地の作物栽培でどのような変容振りがみら

れるかを分析するため、（１）山間山地地域

の作物生産について、栽培学的見地から地力

維持の現状把握と技術的課題の解析を目的

とした現地調査を行う。（２）実験的には地

力維持に焦点を合わせ、その具体的維持法に

ついて有機性廃棄物の堆肥利用の可能性を

ポット実験によって検討する。 

 
３．研究の方法 
調査対象地点の選定は（１）25 年前に 2 年間

にわたって実施した全国的な地域別調査地

と、これに加えて全国農業改良普及協会資料

を参考にして先進的生産事例の中から山間

山地地域を抽出し、再度 2007～2008 年に計

39 地点の現地調査を対象市町村役場の支援

を得て実施する。また、実験については（２）

山間山地の立地条件に即した作付方式に配

慮しながら、地力維持を高めるために有機物

投入を中心とした有機性堆肥素材に注目し

た。本実験では最近、対象地域にも導入され

つつある生ゴミ堆肥を取り上げ、その施用効

果を高めるために微生物資材も併用し、これ

らの混用効果を地力維持の観点からポット

実験により検討した。実験設定は、①微生物

資材の造成と、②造成微生物資材の使用によ

る生ゴミ堆肥素材の施用効果をコマツナの

生育量から評価した。 
４．研究成果 

（１）．現地栽培調査結果 

 栽培形態の特徴の一つは、生産者の高齢化

と担い手（後継者）の不足による生産縮小の

結果生じる自給的農業の増加と、この問題解

消のための対策として近年みられる農業法

人化の増加である。経営規模からすると前者

は耕地面積規模が小さく、後者は受託耕作も

含め耕作面積規模が大きい両極分化の特徴

がみられる。 

 今回の調査結果から地力維持法に関する

地域的特徴は、2 点に整理できる。 

①その一つは、堆肥・有機質肥料と化学肥料 

が対象全地域で使用されている地域共通性 

である。その内容は堆肥あるいはナタネ油粕 

などの有機質肥料を主体とし、補完的に使用 

量を抑制した減化学肥料栽培の環境保全型 

地力維持技術である。 

②二つ目は、地力維持素材としての“緑肥、

野草、わら”の利用頻度に地域差が存在する

地域特殊性である。経営耕地面積規模の大き

い北海道では緑肥が多く使用されるのに対

し、小規模耕地面積が広く分布している中部,

近畿,四国中国,沖縄では野草の使用が頻繁で、

地理的自然生態に準拠した地力維持が図ら

れている。また米麦のわらは、北海道や九州

で比較的利用度が高くなっている。 

全体的な特徴としては以下のようであっ

た。 

１） 今日、山間山地地域でも化学肥料使用 

を抑えた堆肥や有機肥料主体の減農薬減化

学肥料栽培が一般的である。それでも化学肥

料は減量による使用が広くなされており、緩

効性の被覆肥料も浸透している。これらの点

は調査全地域の共通性でもある。 

２） 地域特殊性として、耕地への投入有機 

物の種類には地域差が認められる。即ち、緑

肥は大規模耕地の北海道や関東甲信と九州

の一部で積極的に利用されているのに対し、

地形状、中～小規模耕地の多い中部、近畿、

四国、中国、沖縄ではカヤ、ススキ等の野草

が多く利用され、自然環境に密着した地力維

持が図られている。 

３） 近隣に畜産農家が無く、堆肥の入手が 

困難な小規模耕地では、化学肥料の利用が主

体である。米麦のわらは調査全域では補充的

な地力維持利用に止まっている。 

 ここ 25 年間で変容した新たな点は、生産

技術の高度化と経営規模拡大に伴う機械の



 

 

大型化や農地等生産条件整備による営農の

効率化、農作業の委託等が浸透しつつある一

方で、農業のグローバル化に伴う輸入作物の

増加、離村による人口の減少と少子化等、平

成の合併に伴う零細農家への行政支援の減、

農作物の価格下落と米消費量の減少、消費の

多様化による作目選択の困難性、条件不利地

の耕作放棄による荒廃化などのこれら地域

での課題が深刻化している。 

 このように現地栽培調査結果を踏まえて

実施した今回の調査から、山間山地農業では

土地の立地条件によって比較的土地の起伏

が小さく面積的にも広い耕地では、大規模機

械化農業がこれまでよりも一層拡大してい

るのに対し、傾斜度の大きい地形にある小規

模耕耕地では零細化が進行して農業経営の

両極分化が顕著になりつつあることが分か

る。いずれにせよ、今後、これら地域の作物

生産の振興を図るには、栽培技術的には生産

基盤としての耕地の持続的な生産性を高め

ることがまず最優先されるべきである。この

ためには環境保全に配慮し、小規模耕地の多

いこれら農村地域での集約的かつ持続的な

地力維持方策の技術確立が極めて重要で、こ

のことは耕地率の低いわが国の作物生産上

の宿命的課題でもある。 

（２）有機性廃棄物由来の堆肥素材と造成微

生物素材との併用による肥効評価 

本実験では地力維持技術として、有機性廃

棄物の堆肥利用に関する微生物資材の使用

効果の検討を取り上げている。具体的には自

然保存池の池底土壌にナタネ油粕等の有機

物を加えて土壌微生物活性を高めた新たな

造成微生物資材を作成した。この資材を用い

て施用有機物の分解促進を図り、作物生育に

効果的に働くかを検討した。なお、微生物資

材の作成法については、還元と酸化の両条件

で堆積させたものを用いた。施用有機物とし

て、近年、山間山地地域でもみられる生ゴミ

の堆肥化利用を図るため、その半乾燥化処理

された堆肥素材に造成微生物資材を混入し

てその肥効を検討した。 

材料および方法： 

①微生物資材の造成 

 自然保存池土壌にナタネ油粕、米ぬか、市

販微生物資材コンポストを混合し、プラスチ

ック製密閉容器に入れて 30℃で 8 週間、酸化

と還元の 2 条件下で堆積させた。微生物資材

造成過程により生じる生育阻害物質の有無

については、造成微生物資材の抽出液と幼植

物を用いた生育量から確認した。 

②造成微生物資材の利用と評価 

 造成した微生物資材と生ゴミ堆肥素材を

混ぜて 1 週間置いたものを表層施用し、コマ

ツナを用いてポット実験による肥効評価を

行った。また、混合する造成微生物資材の量

を変えて同様に栽培し、施用量についての比

較も行った。 

実験結果： 

①堆積期間中の化学特性 

 有機物を加えることで硝酸態窒素量が増

加した。また、有機物および市販の微生物資

材を加えると pH が 7 付近まで上昇し、有効

態リン酸量も増加した。C/N 比はナタネ油粕

を加えた場合に堆積初期から低く、肥料効果

が高いと考えられる。酸化状態と還元状態を

比較すると、EC、全窒素量、全炭素量はどの

処理区でも酸化状態の方が高くなったが、pH

は還元状態の方が高く 

 幼植物実験では、全ての微生物資材の抽出

液で発芽率は 90 パーセントを超えたため発

芽阻害物質はほとんど存在しないと考えら

れた。 

②造成微生物資材の利用と評価 

 微生物資材を施用すると全ての処理区で

対照区よりも乾物重が増加し、特に還元状態



 

 

の資材で効果的だった。施用量の比較では乾

物重は、市販微生物資材のみを加えた処理区

の多量施用により増加したが、ナタネ油粕と

市販微生物資材を混合した処理区および池

底土壌のみの処理区では少量施用で増加し

た。 

以上の結果から池底土壌に有機物および

市販微生物資材を混合することで、新たな肥

料効果の高い微生物資材が造成できた。また、

生ゴミ堆肥素材と造成微生物資材を混用し

て施用した場合、コマツナの生育は、全ての

処理区で無施用区と堆肥素材のみ区よりも

促進された。さらに酸化処理と還元処理資材

の比較では、コマツナの生育の促進程度は、

還元処理による造成微生物資材を用いた方

が大きかった。 

以上の結果から還元処理由来の造成微生

物資材の施用は、生ゴミ堆肥素材に対しても

栽培促進効果がみられ、山間山地地域におい

ても作物生産における地力維持手段の一つ

として有効であるといえる。 
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